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１　ロードマップ策定の趣旨

山梨県は、これまで「やまなしグリーンニューディール計画」により、4つのクリーンエネルギー （太陽光発電、

小水力発電、バイオマス、燃料電池） の導入を促進してきました。また、東日本大震災後の電力不足に対

応するため、県民運動として節電を実施してきました。

この成果を踏まえながら、概ね2050年ごろまでに、クリーンエネルギーの導入促進と省エネルギー対策を
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山梨県は、これまで「やまなしグリーンニューディール計画」により、4つのクリーンエネルギー （太陽光発電、

小水力発電、バイオマス、燃料電池） の導入を促進してきました。また、東日本大震災後の電力不足に対

応するため、県民運動として節電を実施してきました。

この成果を踏まえながら、概ね2050年ごろまでに、クリーンエネルギーの導入促進と省エネルギー対策を

両輪に、県内の消費電力全てをクリーンエネルギー発電で賄う「エネルギーの地産地消」の実現を目指すこ

ととします。

このロードマップは、県民、事業者、市町村、県が一丸となってエネルギーの地産地消の実現に向けて取

り組むための、短期、中期、長期の目標や施策の方向などを示したものです。
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２　「エネルギーの地産地消」実現の姿

エネルギーの地産地消を着実に推進していくためには、「やまなしグリーンニューディール計画」に掲げた４つのクリーンエネルギーの導入促進を一層加速させることが必要です。また、エネルギーの需要を減らすために

は、ピークカットを主体としたがまんの節電から、スマートな省エネルギーに転換していくことが求められます。さらに、これらに加え、エネルギー地産地消型社会の構築に向けた総合的な取り組みも必要です。

クリーンエネルギー導入促進の加速と省エネルギー対策の推進

＋
環境と調和した「エネルギー地産地消型社会」の構築に向けて
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環境と調和した「エネルギー地産地消型社会」の構築に向けて

○様々なクリーンエネルギーにより、地域や建物単位での電力の自給自足が可能なまちづくり

地域、家庭、

事業所への

新技術の導

入

2050年

＊誰もが省エネルギーで豊かに暮らす
・ 住宅・建築物のゼロエネルギー化達成、省エネルギー機器の普及

・ クリーンエネルギー熱利用の普及（電気を熱として利用することの縮小）

・ 効率的な省エネルギー行動の定着 など

＊誰もがクリーンエネルギーを創る
・ 戸建て住宅の半数と全ての事業所、公共施設に太陽光発電設置

・ 小水力発電開発可能地点全てに発電所設置

・ 大規模水力発電の適切な維持運用 など
・ エネルギー管理システムの普及

・ クリーンエネルギー蓄電技術の

普及
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３  「エネルギーの地産地消」実現に向けた目標

クリーンエネルギー導入状況（出力）
・住宅用太陽光発電

4.5万kW （約1.1万戸。

戸建て住宅への普及率4.9％）

・メガソーラー、事業所用太陽光発電

2.2万kW（うちメガソーラー3箇所）

・小水力発電 0.9万kW（うち県営6箇所）

・水力発電 47万kW ※揚水発電所含まず

省エネルギーの状況
・ 「やまなし節電県民運動」による

電力のピークカットや節電意識の定着
※東日本大震災が発生した2010年度と

比較すると年間電力需要量は7.5％減

2011年度

エネルギーの地産地消の実現に向けて、クリーンエネルギーの導入目標と省エネルギーの目標を定めます。

クリーンエネルギーのうち、日照時間が長く、全国的に優位性のある太陽光発電については、「エネルギー地産地消型社会」構築する上での重要な要素であるため、これまで

の導入見通しを上回る目標を掲げます。また、小水力発電については、県が先頭に立って民間等の参入を促すため、県自ら、2013年度から10年間で10箇所程度の開発を

進めます。

クリーンエネルギー導入目標（出力）
・住宅用太陽光発電

20万kW （約4.5万戸。

戸建て住宅への普及率20％）

・メガソーラー、事業所用太陽光発電

10万kW（うちメガソーラー30箇所）

・小水力発電 1....4万kW（うち県営16箇所）

・水力発電 47万kW

省エネルギー目標
・年間電力需要量

2010年度比 10％削減

2020年（中期目標） 2050年（長期目標）2015年度（短期目標）

クリーンエネルギー導入目標（出力）
・住宅用太陽光発電

9万kW （約2万戸。

戸建て住宅への普及率8.6％）

・メガソーラー、事業所用太陽光発電

7万kW（うちメガソーラー22箇所）

・小水力発電 1万kW（うち県営8箇所）

・水力発電 47万kW

省エネルギー目標
・年間電力需要量

2010年度比 8％削減

クリーンエネルギー導入目標（出力）
・住宅用太陽光発電

116万kW （約11.6万戸。

戸建て住宅への普及率50％）

・メガソーラー、事業所用太陽光発電

60万kW

（事業所等施設への普及率100％）

・小水力発電 3万kW

・水力発電 50万kW

省エネルギー目標

・年間電力需要量

2010年度比 20％以上削減

クリーンエネルギー導入状況（出力）
・住宅用太陽光発電

4.5万kW （約1.1万戸。

戸建て住宅への普及率4.9％）

・メガソーラー、事業所用太陽光発電

2.2万kW（うちメガソーラー3箇所）

・小水力発電 0.9万kW（うち県営6箇所）

・水力発電 47万kW ※揚水発電所含まず

省エネルギーの状況
・ 「やまなし節電県民運動」による

電力のピークカットや節電意識の定着
※東日本大震災が発生した2010年度と

比較すると年間電力需要量は7.5％減

2011年度

エネルギーの地産地消の実現に向けて、クリーンエネルギーの導入目標と省エネルギーの目標を定めます。

クリーンエネルギーのうち、日照時間が長く、全国的に優位性のある太陽光発電については、「エネルギー地産地消型社会」構築する上での重要な要素であるため、これまで

の導入見通しを上回る目標を掲げます。また、小水力発電については、県が先頭に立って民間等の参入を促すため、県自ら、2013年度から10年間で10箇所程度の開発を

進めます。

クリーンエネルギー導入目標（出力）
・住宅用太陽光発電

20万kW （約4.5万戸。

戸建て住宅への普及率20％）

・メガソーラー、事業所用太陽光発電

10万kW（うちメガソーラー30箇所）

・小水力発電 1....4万kW（うち県営16箇所）

・水力発電 47万kW

省エネルギー目標
・年間電力需要量

2010年度比 10％削減

2020年（中期目標） 2050年（長期目標）2015年度（短期目標）

クリーンエネルギー導入目標（出力）
・住宅用太陽光発電

9万kW （約2万戸。

戸建て住宅への普及率8.6％）

・メガソーラー、事業所用太陽光発電

7万kW（うちメガソーラー22箇所）

・小水力発電 1万kW（うち県営8箇所）

・水力発電 47万kW

省エネルギー目標
・年間電力需要量

2010年度比 8％削減

クリーンエネルギー導入目標（出力）
・住宅用太陽光発電

116万kW （約11.6万戸。

戸建て住宅への普及率50％）

・メガソーラー、事業所用太陽光発電

60万kW

（事業所等施設への普及率100％）

・小水力発電 3万kW

・水力発電 50万kW

省エネルギー目標

・年間電力需要量

2010年度比 20％以上削減

クリーンエネルギー導入状況（出力）
・住宅用太陽光発電

4.5万kW （約1.1万戸。

戸建て住宅への普及率4.9％）

・メガソーラー、事業所用太陽光発電

2.2万kW（うちメガソーラー3箇所）

・小水力発電 0.9万kW（うち県営6箇所）

・水力発電 47万kW ※揚水発電所含まず

省エネルギーの状況
・ 「やまなし節電県民運動」による

電力のピークカットや節電意識の定着
※東日本大震災が発生した2010年度と

比較すると年間電力需要量は7.5％減

2011年度

エネルギーの地産地消の実現に向けて、クリーンエネルギーの導入目標と省エネルギーの目標を定めます。

クリーンエネルギーのうち、日照時間が長く、全国的に優位性のある太陽光発電については、「エネルギー地産地消型社会」構築する上での重要な要素であるため、これまで

の導入見通しを上回る目標を掲げます。また、小水力発電については、県が先頭に立って民間等の参入を促すため、県自ら、2013年度から10年間で10箇所程度の開発を

進めます。

クリーンエネルギー導入目標（出力）
・住宅用太陽光発電

20万kW （約4.5万戸。

戸建て住宅への普及率20％）

・メガソーラー、事業所用太陽光発電

10万kW（うちメガソーラー30箇所）

・小水力発電 1....4万kW（うち県営16箇所）

・水力発電 47万kW

省エネルギー目標
・年間電力需要量

2010年度比 10％削減

2020年（中期目標） 2050年（長期目標）2015年度（短期目標）

※「その他」はバイオマス、燃料電池などの発電量

クリーンエネルギー導入目標（出力）
・住宅用太陽光発電

9万kW （約2万戸。

戸建て住宅への普及率8.6％）

・メガソーラー、事業所用太陽光発電

7万kW（うちメガソーラー22箇所）

・小水力発電 1万kW（うち県営8箇所）

・水力発電 47万kW

省エネルギー目標
・年間電力需要量

2010年度比 8％削減

クリーンエネルギー導入目標（出力）
・住宅用太陽光発電

116万kW （約11.6万戸。

戸建て住宅への普及率50％）

・メガソーラー、事業所用太陽光発電

60万kW

（事業所等施設への普及率100％）

・小水力発電 3万kW

・水力発電 50万kW

省エネルギー目標

・年間電力需要量

2010年度比 20％以上削減

クリーンエネルギー年間発電量（億kWh）
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（うち県内供給17億kWh）
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55億kWh
（うち県内供給52億kWh以上）

クリーンエネルギー導入状況（出力）
・住宅用太陽光発電

4.5万kW （約1.1万戸。

戸建て住宅への普及率4.9％）

・メガソーラー、事業所用太陽光発電

2.2万kW（うちメガソーラー3箇所）

・小水力発電 0.9万kW（うち県営6箇所）

・水力発電 47万kW ※揚水発電所含まず

省エネルギーの状況
・ 「やまなし節電県民運動」による

電力のピークカットや節電意識の定着
※東日本大震災が発生した2010年度と

比較すると年間電力需要量は7.5％減

2011年度

エネルギーの地産地消の実現に向けて、クリーンエネルギーの導入目標と省エネルギーの目標を定めます。

クリーンエネルギーのうち、日照時間が長く、全国的に優位性のある太陽光発電については、「エネルギー地産地消型社会」構築する上での重要な要素であるため、これまで

の導入見通しを上回る目標を掲げます。また、小水力発電については、県が先頭に立って民間等の参入を促すため、県自ら、2013年度から10年間で10箇所程度の開発を

進めます。

住宅用太陽光発電の導入出力

導入実績
45,000kW
（1.1万戸）

導入見通し
80,000kW
（1.8万戸）

導入見通し
189,000kW
（4.2万戸）目標
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（2万戸）

目標
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（4.5万戸）
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メガソーラー、事業所用太陽光発電の導入出力

導入実績
22,000kW

うちメガソーラー3箇所

導入見通し
60,000kW

うちメガソーラー20箇所

導入見通し
81,000kW

うちメガソーラー25箇所

目標
100,000kW

うちメガソーラー30箇所

目標
70,000kW

うちメガソーラー22箇所
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2011年 2015年 2020年

クリーンエネルギー導入目標（出力）
・住宅用太陽光発電

20万kW （約4.5万戸。

戸建て住宅への普及率20％）

・メガソーラー、事業所用太陽光発電

10万kW（うちメガソーラー30箇所）

・小水力発電 1....4万kW（うち県営16箇所）

・水力発電 47万kW

省エネルギー目標
・年間電力需要量

2010年度比 10％削減

2020年（中期目標） 2050年（長期目標）2015年度（短期目標）

※「その他」はバイオマス、燃料電池などの発電量

クリーンエネルギー導入目標（出力）
・住宅用太陽光発電

9万kW （約2万戸。

戸建て住宅への普及率8.6％）

・メガソーラー、事業所用太陽光発電

7万kW（うちメガソーラー22箇所）

・小水力発電 1万kW（うち県営8箇所）

・水力発電 47万kW

省エネルギー目標
・年間電力需要量

2010年度比 8％削減

クリーンエネルギー導入目標（出力）
・住宅用太陽光発電

116万kW （約11.6万戸。

戸建て住宅への普及率50％）

・メガソーラー、事業所用太陽光発電

60万kW

（事業所等施設への普及率100％）

・小水力発電 3万kW

・水力発電 50万kW

省エネルギー目標

・年間電力需要量

2010年度比 20％以上削減

クリーンエネルギー年間発電量（億kWh）

水力発電 22 水力発電 22 水力発電 22
水力発電 25

太陽光発電 26
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（うち県内供給52億kWh以上）

※　2015年の導入見通しは最近の導入動向から試算。2020年の導入見通しは、「やまなしグリーンニューディール計画推進指針」の導入見込量による。

クリーンエネルギー導入状況（出力）
・住宅用太陽光発電

4.5万kW （約1.1万戸。

戸建て住宅への普及率4.9％）

・メガソーラー、事業所用太陽光発電

2.2万kW（うちメガソーラー3箇所）

・小水力発電 0.9万kW（うち県営6箇所）

・水力発電 47万kW ※揚水発電所含まず

省エネルギーの状況
・ 「やまなし節電県民運動」による

電力のピークカットや節電意識の定着
※東日本大震災が発生した2010年度と

比較すると年間電力需要量は7.5％減

2011年度

エネルギーの地産地消の実現に向けて、クリーンエネルギーの導入目標と省エネルギーの目標を定めます。

クリーンエネルギーのうち、日照時間が長く、全国的に優位性のある太陽光発電については、「エネルギー地産地消型社会」構築する上での重要な要素であるため、これまで

の導入見通しを上回る目標を掲げます。また、小水力発電については、県が先頭に立って民間等の参入を促すため、県自ら、2013年度から10年間で10箇所程度の開発を

進めます。

住宅用太陽光発電の導入出力

導入実績
45,000kW
（1.1万戸）

導入見通し
80,000kW
（1.8万戸）

導入見通し
189,000kW
（4.2万戸）目標
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（2万戸）

目標
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（4.5万戸）
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メガソーラー、事業所用太陽光発電の導入出力

導入実績
22,000kW

うちメガソーラー3箇所

導入見通し
60,000kW

うちメガソーラー20箇所

導入見通し
81,000kW

うちメガソーラー25箇所

目標
100,000kW

うちメガソーラー30箇所

目標
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クリーンエネルギー導入目標（出力）
・住宅用太陽光発電

20万kW （約4.5万戸。

戸建て住宅への普及率20％）

・メガソーラー、事業所用太陽光発電

10万kW（うちメガソーラー30箇所）

・小水力発電 1....4万kW（うち県営16箇所）

・水力発電 47万kW

省エネルギー目標
・年間電力需要量

2010年度比 10％削減

2020年（中期目標） 2050年（長期目標）2015年度（短期目標）

※「その他」はバイオマス、燃料電池などの発電量

クリーンエネルギー導入目標（出力）
・住宅用太陽光発電

9万kW （約2万戸。

戸建て住宅への普及率8.6％）

・メガソーラー、事業所用太陽光発電

7万kW（うちメガソーラー22箇所）

・小水力発電 1万kW（うち県営8箇所）

・水力発電 47万kW

省エネルギー目標
・年間電力需要量

2010年度比 8％削減

クリーンエネルギー導入目標（出力）
・住宅用太陽光発電

116万kW （約11.6万戸。

戸建て住宅への普及率50％）

・メガソーラー、事業所用太陽光発電

60万kW

（事業所等施設への普及率100％）

・小水力発電 3万kW

・水力発電 50万kW

省エネルギー目標

・年間電力需要量

2010年度比 20％以上削減

クリーンエネルギー年間発電量（億kWh）
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４　県の施策の方向

住宅への導入

事業者による導入
　　　・事業所への導入
　　　・発電事業（メガソーラーなど）

社会インフラへ導入クククク
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県民・事業者等民間主導による

導入拡大の定着促進

高効率発電技術や水素蓄電技術などの

技術革新、スマートグリッドなどの

電力インフラ整備に伴う飛躍的な導入拡大

様々な社会インフラへの導入拡大の定着促進

電力需要のある建築物等への導入を中心に、

広く普及を進める
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への情報提供

などによる

導入拡大の

防災拠点をはじめとした

災害対応インフラへの導入促進

2013

社会インフラへ導入

小水力発電開発 未開発地点の開発を進める

大規模水力発電の運用 適切な管理運営により電力の安定供給に努める
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農村地域への
再生可能エネルギー導入

地域資源を農村活性化のために活用する
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県民・事業者等民間主導による

導入拡大の定着促進

高効率発電技術や水素蓄電技術などの

技術革新、スマートグリッドなどの

電力インフラ整備に伴う飛躍的な導入拡大

様々な社会インフラへの導入拡大の定着促進

電力需要のある建築物等への導入を中心に、

広く普及を進める

2020 20502015

地域特性を生かした自然エネルギー活用促進

さらなる開発促進

県民・

県内事業者等

への情報提供

などによる

導入拡大の

防災拠点をはじめとした

災害対応インフラへの導入促進

農業関連施設

への導入推進

やまなし小水力ファスト10の推進（開発調査・建設）

電力の安定供給、新規水力発電所の開発調査・建設

小水力発電開発支援

農業関連施設

への導入推進

2013

等

バ
イ
オ

マ
ス

バイオマスの利用拡大 未利用資源のエネルギー利用を進める

燃
料
電
池

燃料電池の技術開発
燃料電池技術の実用化を推進し、関連産業の集
積と育成を進める

省省省省
エエエエ
ネネネネ
ルルルル
ギギギギ

対対対対
策策策策

県民・事業者・市町村・県が一体となった持続的
な省エネルギー運動を推進する

省エネルギー運動の推進

県民・事業者等民間主導による

導入拡大の定着促進

高効率発電技術や水素蓄電技術などの

技術革新、スマートグリッドなどの

電力インフラ整備に伴う飛躍的な導入拡大

様々な社会インフラへの導入拡大の定着促進

電力需要のある建築物等への導入を中心に、

広く普及を進める

未利用バイオマスの活用促進

2020 20502015

地域特性を生かした自然エネルギー活用促進

さらなる開発促進

燃料電池自動車や水素ステーションの普及拡大の促進

県民・事業者・行政各々が主体となった

省エネ行動の拡大促進
さらなる省エネの促進

県民・

県内事業者等

への情報提供

などによる

導入拡大の

防災拠点をはじめとした

災害対応インフラへの導入促進

木質バイオマス推進計画の推進

農業関連施設

への導入推進

やまなし小水力ファスト10の推進（開発調査・建設）

電力の安定供給、新規水力発電所の開発調査・建設

水素ステーション整備促進

初期水素需要創出に向けた取組の促進

燃料電池関連産業の集積と育成の促進

省エネ行動の

定着促進

効率的なマネジメントシステムの運用による県自らの省エネ行動の推進

小水力発電開発支援

農業関連施設

への導入推進

2013

ギギギギ
ーーーー

地産地消型社会の構築に向けた

・電力の自給自足が可能なまちづくり

・環境に優しいライフスタイルの定着

などの促進

県内のクリーンエネルギーや省エネ対策に関する情報を県内外に発信し、理解促進を図る

県内企業による新技術の開発や普及を促進する

発電、蓄電、コージェネレーション、スマートグリッド等、エネルギーの地産地消に必要な関連技術の実証実験等への企業や行政の参加を促進する

地域、家庭、事業所への先進的技術の導入を促進する

省エネ対策による企業の経営改善とさらなる省エネ対策を促進する

県内企業の技術を活用し、事業所や住宅へのクリーンエネルギー・省エネ設備導入を促進する

県民・事業者等民間主導による

導入拡大の定着促進

高効率発電技術や水素蓄電技術などの

技術革新、スマートグリッドなどの

電力インフラ整備に伴う飛躍的な導入拡大

様々な社会インフラへの導入拡大の定着促進

電力需要のある建築物等への導入を中心に、

広く普及を進める

未利用バイオマスの活用促進

2020 20502015

地域特性を生かした自然エネルギー活用促進

さらなる開発促進

燃料電池自動車や水素ステーションの普及拡大の促進

県民・事業者・行政各々が主体となった

省エネ行動の拡大促進
さらなる省エネの促進

県民・

県内事業者等

への情報提供

などによる

導入拡大の

防災拠点をはじめとした

災害対応インフラへの導入促進

木質バイオマス推進計画の推進

農業関連施設

への導入推進

やまなし小水力ファスト10の推進（開発調査・建設）

電力の安定供給、新規水力発電所の開発調査・建設

水素ステーション整備促進

初期水素需要創出に向けた取組の促進

燃料電池関連産業の集積と育成の促進

省エネ行動の

定着促進

効率的なマネジメントシステムの運用による県自らの省エネ行動の推進

小水力発電開発支援

農業関連施設

への導入推進

2013
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